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平成２８年度事業報告 
 

Ⅰ． 概   要  

 平成 28 年度のわが国経済は、前半は熊本地震による影響や中国、新興国経済の減速によ

る輸出の伸び悩みなどを背景に足踏み状態が続いていたが、後半は海外経済の持ち直しや米

国大統領選後の円安傾向の強まりから生産面を中心に回復が見られ、緩やかに改善した。 

 ただし、イギリスのＥＵ離脱決定に続き、今年１月のアメリカのトランプ大統領の就任に

より、内向きの政策と保護主義が広がりを見せ、貿易立国であるわが国の産業への影響が懸

念されることとなった。 

また、ＩｏＴや人工知能に関する技術の目覚ましい速度での進展とビジネススピードの劇

的な向上などを受けて、中部圏も世界の潮流に取り残されかねない状況になっている。 

こうした中、本会としては、引き続き「ものづくり」「まちづくり」「ひとづくり」に向

けて取り組むと同時に、社会・産業の両面で起こっている新しい時代に対応して、中経連の

活動を新たに定める時期に差しかかったとの認識に立ち、委員会の見直しを行い、次年度以

降の新体制の構築に努めた。 

 

（政策提言・要請活動） 

「中部圏交通ネットワークビジョン～我が国経済を牽引する中部の新たな基盤づくり～」 

 を策定し、港湾、空港、鉄道、道路の４つの交通機関別に総論を記し、それぞれの「現状」

「今後の姿（＝将来像）」「具体的施策」の３点を記した。 

「中部圏のサービス産業の稼ぐ力の向上」を策定し、「サービス産業の生産性向上は経

済成長にとって重要であること」「事業者の地道な努力とともに支援者の協力や行政によ

る環境づくりが重要であり奇策はないこと」を伝える内容を取りまとめた。 

また、法人実効税率の確実な引き下げや国土強靭化への企業の寄与を促進する税制の整

備等を求めた「平成２９年度税制改正に対する意見」を策定するとともに、政府の「地球

温暖化対策計画」に対するパブリックコメントを提出した。 

これらの実現に向け、政府・関係省庁、地方自治体等に対して提言・要請活動を実施し

た。 

同時に、次年度以降の新体制として、委員会全体を新たにし、既存の１８の委員会（部

会を含めた総数）を１２に集約し、それに合わせて事務局体制の見直しに着手した。 

 

（「ものづくり」の推進） 

次世代リーディング産業と位置づけている次世代自動車産業、航空宇宙産業、ヘルスケ

ア産業、環境・リサイクル産業、観光産業等の振興を目指し、委員会活動を推進した。 

次世代自動車産業については、「地域別の移動特性に応じた効率的なモビリティ社会の

あり方について」に基づき、実証実験（29 年度下期予定）に向けた計画の策定、実施体制

の立ち上げを実施し、実証実験の実施項目の詳細について審議した。 

航空宇宙産業については、「２０２０中部圏の民間飛行機産業振興ロードマップ」に沿

って、中堅・中小企業の連携等による多工程一括受注体制創設・拡大状況や国産システム

（装備品）の採用拡大に向けた取り組み状況等を調査報告した。 

ヘルスケア産業については、福祉機器・用具・ロボット、ＩＣＴ技術・サービス、健康

経営・投資、地域の高齢化コミュニティ、地域のヘルスケア産業の状況や課題について調
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査報告した。 

環境・リサイクル産業については、愛知県の環境施策に産業界の声を反映すべく、愛知

県環境部と資源・環境専門委員との意見交換会を実施した。 

観光産業については、中部広域観光推進協議会のＤＭＯ設立に向けた支援活動を実施す

るとともに、「Ｗｉ-Ｆｉプロモーション」、「アプリケーションを通じた観光情報発

信」、「旅行者データの収集・分析」を三位一体で実施するプロジェクトを推進した。 

農業については、、昨年に引き続きバンコクにおいて「２０１６昇龍道（中部・北陸）

物産観光展」を開催するとともに、これまでの総括を行った。 

中堅・中小企業については、中部圏のコーディネータのネットワーク強化等を目的に

「中部コーディネータ研究フォーラム」を開催した。 

 

（「まちづくり」の推進） 

  中部圏交通ネットワークビジョンについて、国土交通省、国会議員、自治体、商工会議

所等での要請活動、講演等による普及活動を実施するとともに、主要道路や港湾の早期整

備に向けた要望活動を実施した。 

  中部国際空港については、二本目滑走路の早期実現に向けた活動のほか、旅客・貨物両

面における利用拡大や新規就航路線の誘致に向けた活動を積極的に行い、路線ネットワー

クの拡充に繋げた。 

  また、企業の防災・減災対策促進を目的に、企業防災連絡会を開催した。 

 

（「ひとづくり」の推進） 

中部圏の発展に必要な人材の育成に向けた調査・研究を実施するとともに、課題と必要

な方策について議論を行うとともに、会員企業から会員大学への講師派遣等を行う、「企

業・人材プール」の試行を継続して実施した。 

女性・シニア・海外人材等の活躍推進、働き方改革に関する課題等を調査した。 

また、次代を担う若手のネットワークづくりを目的とした、大学・企業との異分野・異

業種交流「Ｎｅｘｔ３０産学フォーラム」を引き続き開催した。 

 

（会員サービスの強化と地域との連携強化） 

会員からの意見・要望等を踏まえた委員会、懇談会を実施するとともに、各地域で会員

懇談会・交流会を開催した。また、景況調査や機関誌、メールマガジン等を通じて情報発

信を行った。 

引き続き会員増強に取り組み、新たに１５社・３団体に入会いただいた。 

中部５県および名古屋市との懇談会を実施するとともに、事務局員が各県の行政や経済

団体等を定期的に訪問し情報交換や連携強化に努めた。 

 

（その他） 

官民が協力して「伊勢志摩サミット東海会議」（事務局：本会）を立ち上げ、訪日サミ

ット関係者へのおもてなしや当地域の魅力を発信する事業を実施した。 

インド経済視察団の派遣や外国公館との交流等の国際交流活動を実施した。また、東海

地方経済懇談会（経団連との懇談会）を開催するとともに、中部以西の６経済団体で構成

する西日本経済協議会等に参画した。 
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Ⅱ.  事業活動の状況 

１．社会・経済制度の整備等 

（１）中部圏やわが国の活性化に資する社会・経済制度の整備等 

○ 提言書「中部圏のサービス産業の稼ぐ力の向上～生産性を上げる～」を策定・公表

（２月）し、政府、関係各省、地方自治体への提言活動を実施（２、３月）した。 

○ 「独占禁止法審査手続に関する指針講演会」を開催（１２月）した。 

○ 法人実効税率の引き下げ、地域経済の活力向上、国土強靱化への企業の寄与を促進

する税制を重点項目とする「平成 29 年度税制改正に対する意見」、関経連との共同

提言「強靱な国土構造の実現に向けた税制に関する提言」を策定（９月）し、政府、

関係省庁、国会議員等への要請活動を実施（９月～３月）した。 

○「国際課税に関する説明会」を開催（６月）した。 

○「防災・減災を促進する税制に関するアンケート」を実施、公表（１月）した。 

 

２．「ものづくり」の推進 

（１）次世代を担う産業の振興 

①次世代自動車産業 

○ 実証実験（29 年度下期予定）に向けた計画の策定、実施体制の立ち上げに向けた

活動を実施した。                 （産業委員会 次世代自動車部

会） 

 

②航空宇宙産業 

○ 設備投資促進税制の拡充等、特区における税制の整備に関する要請活動を実施した。 

○ 中堅・中小企業の連携等による多工程一括受注体制創設・拡大状況や国産システム

（装備品）の採用拡大に向けた取り組み状況に関する調査を実施した。 

   （以上、航空宇宙特別委員会） 

③ヘルスケア産業 

○ 福祉機器・用具・ロボット、ＩＣＴ技術・サービス、健康経営・投資、地域の高齢

化コミュニティ、地域のヘルスケア産業の状況や課題について調査報告（３月）した。

また、介護現場勉強会を６回開催（７、８、９、１１、１２、２月）した。 

○ 「新ヘルスケア産業フォーラム」が実施する事業（講演会、交流会、基礎講座等）

を支援、新ビジネス創出の活動を推進した。また、アドバイザリー会議（８県１市と

国の３行政機関が参加）を開催（１１月）し、地域の連携による取り組みについて情

報交換を行った。              （以上、産業委員会 ヘルスケア部会） 

 

④環境・リサイクル産業 

○ 愛知県の環境施策に産業界の声を反映すべく、愛知県環境部と資源・環境専門委員

との意見交換会を実施（１２月）した。 

○ 炭素繊維複合材料・太陽光発電パネルのリサイクルについて、技術開発動向と将来

の課題に関する文献調査結果をまとめ、報告（３月）した。 

（以上、資源・環境委員会） 

○ 「水のいのちとものづくり中部フォーラム」では、総会（６月）、水ビジネスセミ

ナー（６、１１、１月）を開催し、海外における水ビジネス展開の課題や現状等につ

いて情報提供した。また、「シンガポール国際水週間２０１６」に出展し、中部の水

技術を広く発信すると共に、会員の商談機会を創出した。 
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⑤観光産業 

○ 協議会事務局の中部広域観光推進協議会のＤＭＯ設立（平成２９年５月）に向けた

支援活動を実施。 

○ 昇龍道プロジェクト推進のため、講演会、ベトナムミッション（８月）等を実施し

た。 

○「Ｗｉ-Ｆｉプロモーション」、「アプリケーションを通じた観光情報発信」、「旅

行者データの収集・分析」を三位一体で実施するプロジェクトを推進した。 

（観光委員会） 

 

⑥農業 

○ 農林水産物・食品の海外販路拡大に向けた勉強会を開催（４月）した。 

◯ 本委員会の活動終了に伴い、実施報告書を取りまとめ、委員に送付（３月）した。 

（以上、農商工連携特別委員会） 

○ 「２０１６昇龍道(中部・北陸)物産観光展」を開催（１１月）した。また、３年間

の事業の総括・評価を実施（２月）した。 

 

（２）中堅・中小企業の振興 

○ コーディネータの企業支援力強化に向け、「中部コーディネータ研究フォーラム」

を開催（４、７、１０月、２月）した。 

○ 「Ｌｉｎｋｅｒｓ」の普及拡大支援、コーディネータ網の拡大に資する取り組みを

実施した。（２月までのマッチング実績累計３６件） 

○ ＪＥＴＲＯ、各国大使館等が主催するセミナーの後援、集客等の支援を実施した。 

○ ６月の英国の国民投票の結果を受け、在大阪英国総領事館とタイアップし、駐日英

国大使館と中部地域の企業との意見交換会を実施（7 月）した。 

 

（３） 研究開発・イノベーションの強化 

○ 中部圏における異分野融合のあり方の検討に向けたヒアリング結果、産学連携に関

連する諸活動、及びイノベーション委員会(案)を報告・意見交換を実施（３月）した。 

○ 産総研中部センターの見学会を開催（８月）した。 

○ ロボット、ＩｏＴに関する企業見学会を開催（３月）した。 

                            （以上、産学連携懇談会） 

 

（４）エネルギーの安定供給と地球温暖化の防止 

○ 資源・環境講演会「パリ協定の採択と今後の地球温暖化対策の展望」を開催（４月）

した。 

○ 政府の「地球温暖化対策計画」に対するパブリックコメントを提出（４月）した。 

○ 青森県 核燃料サイクル関連施設（リサイクル燃料備蓄センター、日本原燃の原子

燃料サイクル施設など）の見学会を開催（１１月）した。 

○ 資源・環境委員会の開催時に講演会「長期地球温暖化対策の検討状況について」を

開催（３月）した。                 （以上、資源・環境委員会） 
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３.「まちづくり」の推進 

（１）リニア中央新幹線を活かす魅力あるまちづくり 

○ リニア中央新幹線の名古屋駅、岐阜県駅、長野県駅のまちづくりに関する情報収集

を実施した。 

 

（２）まちのコンパクト化の推進 

  ○ 講演会「人口減少社会における地域の創生に向けて」を豊橋市（８月）、津市 

（１１月）、静岡市（３月）にて開催した。 

（社会基盤委員会 まちづくり部会、地方分権特別委員会） 

○ 国内外のコンパクトシティの事例、推進策等の調査・研究を実施した。 

 

（３）社会基盤の整備・維持と大規模災害への備え 

①利便性・多重性の向上、メガリージョンを見据えた社会基盤の整備・維持 

○ 「中部圏交通ネットワークビジョン」を策定（４月）し、国土交通省、国会議員、

自治体、商工会議所等での要請活動、講演等による普及活動を実施した。 

○ 中部圏のインフラに対する理解促進や整備期待を話し合うため、社会基盤委員会専

門委員を通じ、国土交通省中部地方整備局幹部と中部圏のインフラに関する意見交換

会を開催（３月）し、今後も継続的に開催することとした。（以上、社会基盤委員会） 

○ 関係機関に対し、道路、港湾整備の要請活動を実施（７、８、１１月）した。 

 

②中部国際空港（セントレア）の利用拡大と二本目滑走路の早期整備 

○ ルフトハンザドイツ航空に対し、既存路線維持および増便の要望活動を実施（１月）

した。 

○ 中部国際空港二本目滑走路建設促進期成同盟会ではセントレアの二本目滑走路の実

現に向けた政府等関係機関への要請活動を実施（８月）した。 

○ 中部国際空港利用促進協議会では、地域・空港間連携事業（インバウンド促進事業、

広域観光周遊ルート形成促進事業）、航空ネットワーク拡大事業（フライ・セントレ

ア・カーゴ事業、フライ・セントレア事業、重点路線支援事業）を実施した。 

○ 海外経済視察団の機会を利用し、インドＪｅｔ Ａｉrｗａｙｓ本社（ムンバイ）を

訪問し、セントレアへの路線新設に向け連絡を継続することを合意（１１月）した。 

 

③地域や企業における防災・減災対策の推進 

○ 南海トラフ地震･津波浸水対策に必要な社会資本整備予算の確保に向けて、関係機

関への要請活動を実施（６、１１月）した。 

○ 企業の防災・減災対策促進を目的に、企業防災連絡会を開催（２月）した。 

○ 関経連との共同提言「強靱な国土構造の実現に向けた税制に関する提言」を策定

（９月）し、政府、関係省庁、国会議員等への要請活動を実施（９～３月）した。

【再掲】 

 

（４）地域連携の強化、地方分権の推進等による地域活性化の推進 

○ 広域経済団体としての役割を積極的に果たしていくため、中部５県および名古屋市

との懇談会を実施するとともに、全事務局員による各県の行政・経済団体・会員企業
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等への定期的訪問活動を実施した。 

○ 東濃６市商工会議所連絡協議会の懇談会において広域的な連携に向けた意見交換を

実施し、提言、具体的アクション等につながる活動を展開した。 

○ 講演会「人口減少社会における地域の創生に向けて」を豊橋市（８月）、津市 

（１１月）、静岡市（３月）にて開催した。【再掲】 

（社会基盤委員会 まちづくり部会、地方分権特別委員会） 

 

（５）国際化の推進 

○ インド経済視察団を派遣、輸送機器・インフラ・ＩＴ・教育をキーワードに近年発

展著しい同国の現状を調査（１１月）した。 

 

○ 会員企業の国際化、海外進出に繋がる活動への見直しに着手し、全会員対象にアン

ケートを実施（１２月）し、次年度からの国際委員会の立上げ準備実施（３月）した。 

○ 在名古屋米国総領事館および ACCJ（在日米国商工会議所）中部支部との交流会を

実施（６月）した。                       

○ 外務省との共催で進出企業海外安全セミナーを実施（１０月）した。 

○ 中経連の国際関連活動に関する意見交換会、名古屋市立工芸・工業高校生のドイツ

派遣報告会、およびインド・セミナーを実施（３月）した。（以上、国際交流懇談会） 

 

○ 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）各国大使と愛知県内の企業・団体等との交流・

連携を図る「愛知・名古屋国際ネットワーク ＡＳＥＡＮフォーラム」を開催（愛知

県、名古屋市、名古屋港管理組合、名古屋商工会議所と共催）し、１０カ国の駐日大

使・代表者を招きフォーラム・交流会・視察会を実施（２月）した。この機会に来名

した駐日ベトナム全権大使にインタビューを行い、ベトナム政府の経済方針を会報に

掲載（３月）した。 

 

４.「ひとづくり」の推進 

○ 中部圏の発展に必要な人材の育成に向けた調査・研究を実施するとともに、課題と

必要な方策について議論（１１月、３月）を行った。 

○ 産学の実務層による認識・情報の共有を目的に、「若手人材の素養・能力の向上」

をテーマとした討議を実施（４月、６月、８月）した。 

○ 会員企業から会員大学への講師派遣等を行う「企業・人材プール」の試行を継続し

て実施し、３７コマの授業に講師を派遣した。また、次年度からの本格実施（全会員

への展開）に向けて、企業が実施可能な講義の「リスト化」を行い、会員大学から希

望する講義の募集を開始した。            （以上、人材育成委員会） 

 

○ 広域的な産学官連携による人材育成の先行事例に関する調査・研究を実施するとと

もに、経済４団体（愛経協、同友会、名商、中経連）による勉強会を開催（６月、９

月、１月）し、４団体が連携した人材育成の取り組みに向けた議論を行った。 

○ 女性、シニア、海外人材等の活躍促進、働き方改革に関する課題等を調査するとと

もに、「仕事と介護の両立」（７月）、「女性の活躍推進について～働き方改革の視

点から」（１１月、愛知県経営者協会と共催）をテーマとした講演会を開催した。 

○ 「外国人留学生の採用等に関するアンケート」を実施するとともに、外国人留学生
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の採用可能性がある企業のリストを会員大学に提供し、外国人留学生の就職支援に資

する活動を実施した。                 （以上、人材育成委員会） 

 

○ 次代を担う若手のネットワークづくりを目的とした大学・企業との異分野・異業種

交流「Ｎｅｘｔ30 産学フォーラム」を、１９大学の参画を得て開催（計７回）した。 

 

５．「伊勢志摩サミット」の支援・地域ＰＲ 

○ おもてなし（セントレア、名古屋駅）事業、地域情報ＰＲ（ものづくり、観光等）

事業を推進した。 

○ Ｇ７交通大臣会合（９月）の広報スペースにおいて、中部圏の産業・観光情報の 

ＰＲを実施した。 

 

６. 会員・各地域等との連携強化 

（１）会員との連携強化 

○ 各委員会がスピード感をもって実効性のある活動が展開できるよう、次年度からの

委員会体制の見直しを実施した。 

○ 会員と関係機関に対し、機関誌「中経連」を毎月発行した。加えて、特集の見直し

を行い、次年度から「観光」、「ビジネス」を柱とした内容にリニューアルすること

とした。 

○ 各県において会員懇談会・交流会を開催（計８回）した。 

○ 景気動向等に関する会員アンケートを実施し、「中部圏の景況感の現状と見通し」

として四半期毎に公表した。 

○「中部圏に関する基礎的データ集」を発行（８月）した。 

○ ホームページにプレスリリース情報・会合・イベントの案内等を随時掲載するとと

もに、メールマガジン（１３０通）を配信し、タイムリーな情報発信に努めた。 

○ 第５回定時総会（６月）において、記念講演会（演題「人工知能は人間を超える

か」、講師：東京大学大学院工学系研究科特任准教授 松尾 豊氏）を開催した。 

○ 総合政策会議において「県民が家庭を築き、安心して子供を生み育てる事ができる

社会の実現のために－結婚支援の取組を中心に－」（７月、愛知県 堀井副知事）、

「ロボカップ 2017 名古屋世界大会」（９月：名古屋市 新開副市長）、「英国のＥ

Ｕ離脱と今後の展望～わが国経済・企業への影響～」（１０月、第一生命経済研究所

経済調査部 田中主席エコノミスト）、「中部圏の高速道路の今～つくる・なおす・

賢く使う～」（１１月、中日本高速道路株式会社 宮池代表取締役ＣＥＯ）、「お伊

勢さん菓子博２０１７概要」（３月、三重県 廣田雇用経済部長）について説明会を

開催した。 

   

（２）会員の増強 

○ 会員増強に努め、退会（１０社）はあったものの新規に１５社・３団体の入会を得

た。 
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<シンポジウム・懇談会等> 

①中部産業振興協議会 

○ 中部圏の産業振興のために産学官が連携して課題解決に向けて取り組む「中部産

業振興協議会」（座長：豊田会長）を、中部５県の副知事、国の機関の局長、大学

の学長等の参加のもとに開催（１０月）し、「ものづくり中部におけるイノベーシ

ョン力を強化するための産学官連携のあり方」をテーマに意見交換を行った。 

 

②中央日本交流・連携サミット 

○ 中部圏の抱える課題について幅広く議論し、今後の方向性や連携策などについて

討議する「中央日本交流・連携サミット」を開催（１２月）した。名古屋大学高等

教育研究センター教授の夏目達也氏をコーディネータに、中部５県の知事または副

知事、名古屋市長、豊田会長が、「多様な人材の育成」をテーマにパネルディスカ

ッションを行った。 

 

③中部の未来を考える会 

○ 国の機関と中経連が連携強化を図り、総合的・広域的な地域づくりを検討する

「中部の未来を考える会」を開催（２月）した。「ＩｏＴ動く-実用化への可能性

と課題-」と題した東京大学大学院情報学環の坂村健教授の講演に続き、名古屋大

学大学院情報科学研究科長の安田孝美教授をコーディネータに、東海総合通信局長、

東海財務局長、東海農政局長、中部経済産業局長、中部地方整備局長、中部運輸局

長が、「中部圏におけるＩｏＴの活用」をテーマにパネルディスカッションを行っ

た。 

 

④西日本経済協議会 

○ 西日本の６経済連合会で構成する西日本経済協議会の第５８回総会（１０月、広

島市内、約２００名参加）に、本会から豊田会長はじめ約２０名が参加した。「日

本再興に貢献する豊かで活力溢れる地域の実現－行動する西日本からの提言－」を

統一テーマに議論が行われ、豊田会長は「新中部圏の創生により、日本再興を図る」

をテーマに発言した。総会で採択した決議は、６経済連合会の会長等により首相官

邸はじめ関係省庁や与党等に要望（１０月）した。 

 

⑤東海地方経済懇談会 

○ 日本経済団体連合会、東海商工会議所連合会とともに「東海地方経済懇談会」を

名古屋市内で開催（２月）し、榊原経団連会長、岡谷東海商工会議所連合会会長、

豊田会長はじめ各団体の役員・会員約２５０名が参加した。懇談会では「ＧＤＰ６

００兆円経済への道筋をつける」を基本テーマに、「活力ある地域づくり」と「産

業競争力の強化」の２つのテーマについて意見交換を行った。また、経済懇談会の

翌日、トヨタ自動車元町工場にて、燃料電池車ＭＩＲＡＩの製造工程等を視察した。 

 

⑥北陸経済連合会との懇談会 

○ 産学連携、人材育成、観光の３テーマを中心に活動報告を交えながら意見交換

（１１月）を金沢市にて行い、様々な分野において引き続き連携・協調していくこ
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とを確認した。 

⑦新春賀詞交歓会 

○ 中部経済同友会、中部経営者協会、名古屋商工会議所とともに、「経済４団体新

春賀詞交歓会」を開催（１月）した。（約８５０名参加） 

 

⑧新春経済講演会 

○ 中部経済同友会、名古屋商工会議所、愛知県経営者協会とともに、外交政策研究

所代表・立命館大学客員教授の宮家邦彦氏を講師に「新春経済講演会」を開催 

（１月）した。（約５００名参加） 

 

⑨日銀講演会 

○ 名古屋商工会議所、中部経済同友会、愛知県経営者協会とともに、日本銀行名古

屋支店長を講師に「日銀講演会」を開催（５月）した。（約４００名参加） 
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Ⅲ． 総会・理事会・常任政策議員会議等 

 

１．総 会 

区分 開催日 場所 出席者 

第５回定時総会    ６月 ９日 ウェスティンナゴヤキャッスル ５９７名 

    ＊総会の出席者については、委任状出席を含む 

 

２．理事会 

区分 開催日 場所 出席者(理事/監事) 

第１８回    ５月２０日 本会役員会議室 １２名/３名 

第１９回    ６月 ９日 ウェスティンナゴヤキャッスル １８名/４名 

第２０回 １１月 ７日 本会役員会議室 １４名/４名 

第２１回    ３月２７日 本会役員会議室 １６名/３名 

     

 

３．常任政策議員会議 

区分 開催日 場所 出席者 

平成２８年度  ３月２１日 本会役員会議室 １７名 

 

 

４．総合政策会議 

区分 開催日 場所 出席者(代理出席含) 

 ４月度  ４月２５日 名古屋栄ビル特別会議室 ７５名 

 ５月度  ５月２０日 名古屋栄ビル特別会議室 ８７名 

 ７月度  ７月２２日 名古屋栄ビル特別会議室 ９８名 

 ９月度  ９月 ５日 名古屋栄ビル特別会議室 １０４名 

１０月度 １０月 ３日 名古屋栄ビル特別会議室 ９６名 

１１月度 １１月 ７日 名古屋栄ビル特別会議室 １０４名 

１２月度 １２月 ５日 名古屋栄ビル特別会議室 １０１名 

 ２月度   ２月 ６日 名古屋栄ビル特別会議室 ９６名 

 ３月度  ３月２７日 名古屋栄ビル特別会議室 ９２名 

 

 

５．正・副会長会 

区分 開催日 場所 出席者 

４月度  ４月２５日 本会役員会議室 １６名 

５月度  ５月２０日 本会役員会議室 １５名 

７月度  ７月２２日 本会役員会議室 １４名 

９月度  ９月 ５日 本会役員会議室 １５名 

１０月度 １０月 ３日 本会役員会議室 １４名 

１１月度 １１月 ７日 本会役員会議室 １５名 
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１２月度 １２月 ５日 本会役員会議室 １７名 

２月度   ２月 ６日 本会役員会議室 １５名 

３月度  ３月２７日 本会役員会議室 １８名 

 

 

６．監事会 

区分 開催日 場所 出席者 

第６回 ２９年 ４月 25 日 本会役員会議室   ３名 

 

 

 

Ⅳ. 会員との懇談会・交流会 

 

１．会員懇談会・交流会 

○ 各地域において、会員懇談会・交流会を開催した。 

 

区 分 座 長 開催日 参加者 

東三河地域会員懇談会・交流会  １月１８日 ２０名 

上・下伊那地域会員交流会  １月２３日 １９名 

愛知地域会員懇談会・交流会（第１回） 水野副会長 ２月２１日 ６４名 

岐阜地域会員懇談会・交流会 村瀬副会長 ３月 ８日 ２０名 

愛知地域会員懇談会・交流会（第２回） 大島副会長 ３月１０日 ５８名 

長野地域会員懇談会・交流会 花岡副会長 ３月１６日 ２１名 

静岡地域会員懇談会・交流会 中西副会長 ３月２２日 ２４名 

三重地域会員懇談会・交流会 小川副会長 ３月２３日 ３３名 
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Ⅴ． 法人の概況 

 

１．主たる事務所の状況  

名古屋市東区武平町５丁目１番地 名古屋栄ビルディング１０階 

 

 

２. 役員に関する事項 

（１）役員の数（平成２９年３月３１日現在） 

役 職 理 事 監 事 常任政策議員 政策議員 評議員 

人 数 ２０名 ４名 ４４名 ８４名 ９２名 

 

（２）会長・副会長・理事の氏名等（平成２９年３月３１日現在） 

役 職 氏 名 主たる職業 

会 長 豊田 鐵郎 ㈱豊田自動織機 取締役会長 

副会長 中西 勝則 ㈱静岡銀行 取締役頭取 

副会長 山浦 愛幸 ㈱八十二銀行 取締役会長 

副会長 上田  豪 ㈱百五銀行 代表取締役会長 

副会長 中村 捷二 中部ガス㈱ 代表取締役会長 

副会長 水野 明久 中部電力㈱ 代表取締役会長 

副会長 佐々木 眞一 トヨタ自動車㈱ 顧問・技監 

副会長 花岡 清二 セイコーエプソン㈱ 相談役 

副会長 小川  謙 日本トランスシティ㈱ 代表取締役社長 

副会長 竹中 裕紀 イビデン㈱ 代表取締役社長 

副会長 柘植 康英 東海旅客鉄道㈱ 代表取締役社長 

副会長 村瀬 幸雄 ㈱十六銀行 取締役頭取 

副会長 安藤 隆司 名古屋鉄道㈱ 代表取締役社長 

副会長 大島  卓 日本ガイシ㈱ 代表取締役社長 

副会長 山名 毅彦 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 取締役副頭取 

副会長 中田 卓也 ヤマハ㈱ 代表取締役社長 

理 事 今井  正 新日鐵住金㈱ 執行役員名古屋製鐵所長 

   

専務理事 小川 正樹  

常務理事事務局長 藤原 啓税  

 

 

３．正味財産増減の推移                                     

（単位：千円） 

区  分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

正  味  財  産 1,388,297 1,364,036 1,363,517 1,345,478 1,326,597 
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４．会員の状況 

 

 平成２８年 

３月３１日 

平成２８年度 平成２９年 

３月３１日 入 会 退 会 

法人会員 ６７６ １５ １０ ６８１ 

団体会員 ６５  ３   ０ ６８ 

合  計 ７４１ １８ １０ ７４９ 

   

 

 

 

  

負債及び正味財産 1,476,801 1,451,568 1,452,552 1,436,249 1,418,683 
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事業報告の附属明細書 
 

 

事業報告の附属明細書に記載すべき特記事項は無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


